
＜対策のポイント＞
人・農地プランの実質化の過程において地域の担い手に農地を引き継ぐため、農地等の経営資源の維持・承継を前提に、販売事業者等と連携して地域を

担う人・農地プランの中心経営体を目指すモデル構築のため、必要なコンサル派遣や機械の整備等に係る経費を支援します。
＜政策目標＞
モデル地区における人・農地プランの中心経営体となりうる農業経営の実証

＜事業の内容＞ ＜事業イメージ＞
１．販売戦略協定に基づく取組の支援
○ 地域の農業者集団と販売事業者等との間で構成されるコンソーシアムが品種・
栽培方法の統一等といった販売戦略に基づき行う新商品の開発や販路開拓へ
の取組、必要な機械の整備等を支援します。

２．外部有識者による事業審査及び事業評価の取組の支援
○ 先進的な取組を行っている農業経営者や税理士等で構成される外部有識者か
らなる第三者事業審査委員会が行う事業計画審査や事業評価に係る取組を
支援します。

３．実証結果を踏まえた他地域への横展開の取組の支援
○ 生産から販売までを担う経営モデルの取組に対する第三者事業審査委員会の
評価結果を踏まえた新たなモデル地区の掘り起こしや実証結果を踏まえた外部
事業者とのマッチング等の取組を支援します。

36 連携型担い手育成実証事業

＜事業の流れ＞

国 民間団体等
第三者事業審査委員会

コンソーシアム定額、3/10以内等
(１の取組)

(３の取組)

(２の取組)
定額

［お問い合わせ先］経営局経営政策課（03-6744-2143）

現地への働きかけ 農業者と外部事業者とのマッチング 現地の取組を事業評価

民間団体及び第三者事業審査委員会が行う取組の支援

活性化計画書

中心経営体を目指すモデル構築イメージ

販売戦略を企画する事業者
（加工・流通業者、外食業者、

農業法人、JA等）
販売戦略（取引量、価格、
品質、品種、栽培方法の
統一化）の協定を農業者
との間で締結
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集落営農A

農業者D 農業者E 農業者F

集落営農B
地域の農地を維持する農業者の集団

（生産活動を維持できなくなった農地等を承継）

連
携

【令和２年度予算概算要求額 200（－）百万円】
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